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１．研究の背景と目的 
総事業費 114億円、昭和 45年に事業を開始した群馬
用水は、農業用水と水道用水を供給する施設である。

近年、施設の老朽化等が進んだため、施設の機能回復

や防災対策の強化を早急に行うことが必要となってい

る。群馬用水は対策として、平成 14 年度から平成 20
年度の 7年間、244億円をかけて緊急改築を開始した。 
本研究では、当初建設費の２倍の費用をかける緊急

改築事業費について、事業価値評価基準を用いて表し、

その投資額の妥当性について検討する。 
 
２．  群馬用水の現在価値 
２．１ 現時点における事業価値評価 
 当該事業も建設計画時点 Toでは便益費用分析に基づ

いて採算性のある事業として発足したものと仮定する。 
 事業開始後 35年経過した現時点における事業価値 V
を次式で定義する。すなわち、 

( )IBCECCCEIBV RSMD ∆+∆+−−−−−+=     (1) 

ここで、B,I,E,CD,CM,CS,CR,∆B,∆I はそれぞれ、社会的便
益、収入、支出、減価償却費、維持管理費、防災投資、

災害復旧費、復旧時便益損失および同収入損失であり、

事業期間全体に亘る合計により求めることができる。 
現在までの社会的便益 B は事業開始当初の想定便益
に比べ受益者である農業人口の変遷、社会全体の経済

活動の総体的指標であるGDPの変遷に応じて増減する
と考えられる。さらに、毎年の収入と運営費の合計は

不足分を補助金など公会計からの補助により最終的に

バランスされている ( )0≈− BI と仮定する。一方、構造

物は年数を重ねるごとに劣化していく。その劣化効果

は事業会計的（名目的劣化モデル④）には減価償却費

CD を計上する形で考慮され物理的（実質的劣化モデル

③）には初期強度の低下として把握することができる。 
群馬用水は現時点(T)までの 35年間、日常的維持管理

CMoは実施しても、定期的な大規模設備更新や新たな防

災投資 CSは行わずに今日に至っている。 
 いま、事業会計上の劣化パターンを図１に示すよう

に関数 ( )tf D で表現できるものすると、当該事業の社会

的便益は図１のように模式的に表現できる。すなわち、

施設が劣化しない場合には、社会的便益は GDPの推移
に依存してわが国の過去 35年間の経済動向の中で拡大
するが、最小の維持管理投資下で劣化が線形的に進む 
 
   
 

場合、現時点での社会的便益は非劣化時に比較して相 
当程度低下することになる。 
 
 
 
 
 
 

図１．劣化パターン 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．社会的便益評価 
 
２．２ 社会的便益評価の評価方法 
群馬用水が事業を開始した当時（1970 年）から現在

(2006年)までの GDPの変化を図３に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３．日本の GDPの推移 
社会的便益BはそのときどきのGDPで再評価した結果
の累積で求めることができる。 
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ここで、社会的便益は、水利システムが需要家にもた 
らす便益に限定し、環境保全効果など二次的な効果は 
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除外するものとする。 
２．３緊急改築事業費の妥当性評価 
図２および式（２）より、事業開始年 1970年から 35
年間で群馬用水がもたらした社会的便益は名目的劣化

では 227億円、また物理的に現時点 Tでの劣化度を 30％
と仮定すれば、実質的には 307億円と概算推定できる。
一方、前項の議論から 

0,1.0,,0 ====≈− SoMoMoD CCCCCCEI  
および既往重大災害被害無と仮定すると、現時点にお

ける事業価値は 
6.1011.1 =−= oCBV 億円（名目的劣化モデル）および

181.6億円（実質的劣化モデル）と推定できる。 
緊急改築事業の 244 億円には、劣化した施設補修・
補強と阪神大震災以降のレベル２地震動に対応する耐

震強度の補強費用が含まれているため、その費用をた

とえば 60億円程度と解釈すれば、実質的劣化モデルに
よる事業価値に耐震追加投資額 60億円を合計すれば緊
急改築事業費 244 億円とほぼ同額になり、事業費の妥
当性が伺われる。 
この緊急改築事業費により更新された水利施設の事

業が T 年度から新たに開始されるとすると、この時点
の初期投資額は 244 億円、当初社会的便益は 367 億円
と再計算すればよい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4．年間発生社会的便益の傾向 
 
３．今後 35年間の農業水利事業運営 
３．１農業水利システムの維持管理コスト 
従来の維持管理コストは最低レベル(CM = CM0)で運
営されてきたと想定される。この方式を繰り返すと、

最終年度 35年目にはまた実質的劣化度が 30%の施設を
保有することになる。今後は供用期間全般に亘って施

設の災害に対する破壊確率を目標値以下にするために

は、定期点検補修に一定額を支出することが望まれる。 
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ここで、αは維持管理費パラメータ。 
 上記の考え方を踏まえて、今後の事業価値の変遷を

模式的に表現したのが図５である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5. 事業価値の変遷 
３．２ 新しい維持管理投資下での事業価値評価 
 図１の劣化パターンを②の水準に引き上げるために

式（３）の維持管理費を充当するものとする。さらに、 
今後のわが国の GDP推移を図６に示すような３パター
ンを仮定する。供用期間中における地震災害発生を当

該地域の地震危険度解析結果に基づいて評価すると、

当該水利施設の事業価値は以下のように推定できる。 
 
 
 
 
 
 

 
図 6. 将来の GDP推移モデル 

C0=367 億円、 fD(t)=0.6、 I-E=0、CD=244 億円、α
=0.2,0.25,0.3、CS=0（CSの 60億円は既に C0に含まれて

いる）、P[EQ]=0.01（関東平野断層帯の 50年以内の地震
発生確率）、CR=0.5C0、⊿B+⊿I=0とし、今後 35年間の
事業価値 Vと維持管理費の関係を図 7にまとめた。 
 
 
 
 
 
 
 
図７. 今後 35年間の事業価値 Vと維持管理費 
４．結論 
 本研究は、目下進行中の緊急改築費の投資妥当性の 
検証と今後の維持管理投資の効果を検討する上で、事

業価値評価指標の適用性について検討し、その妥当性

を確認した。 
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